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地方税財政の充実・強化について

《提案・要望の内容》

○少子高齢化社会が進む中で、今後、地方の役割が増大していく一方で、常態化
している地方の財源不足を解消するため、地方交付税の法定率引上げを行うこ
と。併せて、地方財政や地方税制については「国と地方の協議の場」において
議論し、地方の意見を適切に反映すること。

【地方交付税関係】

◯骨太の方針・新成長戦略では地方の人口減対策を前面に打ち出しているととも
に、政府内に地方創生本部を新設し、地方の活性化に全力で取り組む姿勢が示
されたことから、地方が創意工夫により独自に行う単独事業について 「地方、
創生枠」の新設などにより、その取り組みを的確に財政需要に反映させるとと
もに、安定的な財政運営が可能となるよう、歳出特別枠、別枠加算を堅持し、
交付税総額を確保すること。

○行革や経済活性化施策等の実績を評価して配分する場合には、地域の実態に応
じて的確に反映できる指標を用いるなど、地域が自主努力により取り組む行革
や産業育成等の施策を最大限支援する仕組みとすること。

○法人住民税の一部を原資化して平成２７年度から措置される交付税の配分にあ
たっては、制度創設の趣旨に則り、財政力の弱い自治体に、より一層配慮した
仕組みとすること。

◯市町村合併に伴う普通交付税の特例措置の終了については、合併市町村の財政
運営に支障を生じることのないよう、市町村合併による行政区域の広域化に伴
い生じる財政需要等を考慮した普通交付税措置を講じること。また、合併を行
わなかった市町村においても、過疎化や人口減少が進展する中で持続可能な行
政サービス体制構築のために必要な普通交付税措置を講じること。

【税制関係】

○法人実効税率の引下げの検討等を行う場合には、地方の歳入に影響を与えるこ
とのないよう、外形標準課税の拡大や政策減税の抜本的な見直しによる課税ベ
ースの拡大などの代替措置により、必要な地方税財源を確保することを併せて
検討すること。なお、外形標準課税の拡大については、既に外形標準課税が導
入されている大企業について検討すべきであり、地域経済や雇用を支える中小
企業への拡大については慎重に検討すること。

◯固定資産税は市町村を支える安定した地方財源であり、課税ベースが縮小され
れば、市町村の行財政運営の根幹を揺るがすことになるため、償却資産への課
税に係る現行制度を堅持すること。

◯自動車関連諸税の簡素化・グリーン化に際しては、安定的な地方税源を確保す
ること。また、地方環境税（仮称）の創設や「地球温暖化対策のための税」の
使途に森林吸収源対策を位置づけるなど、森林吸収源対策及び地球温暖化対策
における地方の果たす役割を適切に反映した地方税財源を確保する仕組みを構
築すること。



「国のかたち」を変える地方分権改革の推進について 

 

《提案・要望の内容》 
 
○東京一極集中の中央集権構造を是正するため、国と地方の役割分担の抜本的見直しに

よる構造改革を進め、国出先機関改革のみならず、中央府省を含む国から地方への事

務・権限の移譲を一層のスピード感をもって実行するなど、「国のかたち」を変える

地方分権改革を推進すること。 

 

 

【第４次一括法に伴う対応】 

○第４次一括法の成立を受け、事務・権限の移譲が円滑に行われるよう、確実な財源措

置、移譲等のスケジュールの調整、研修の実施、マニュアルの整備等を早期に実施す

ること。 

 

 

【地方分権改革の推進】 

○今回の事務・権限の移譲等の見直しでは移譲されなかったが、ハローワークをはじめ

地方からの要望の強い事務・権限については、引き続き移譲に向けた検討を着実に進

めること。 

 

○義務付け・枠付けの見直しについても、地域の実情に応じた施設の設置・運営に支障

をきたしている「従うべき基準」を廃止又は「参酌すべき基準」へ移行するなどして、

地方の自由度を実質的に高めること。 

【道州制の検討】 

○道州制は、中央府省の解体再編を含めた統治機構の抜本的な改革を伴うものでなけれ

ばならず、その検討に当たっては、重要事項の検討をすべて国民会議に委ねるのでは

なく、地方と十分協議し、当事者たる地方の意見を十分に反映すべきであり、拙速に

進めることなく、国民的な議論を十分に尽くすことが前提であること。 

 



      【地方公共団体が整備すべき範囲】

情報提供ネットワーク

コアシステム

情報提供ネットワーク

インターフェイスシステム
中間サーバー

団体内統合宛名システム 既存各業務システム

ソフトウェア調達：国

ハードウェア調達：国

運 用 ／ 管 理：国

ソフトウェア調達：国

ハードウェア調達：地方公共団体

運 用 ／ 管 理：地方公共団体

ソフトウェア調達：地方公共団体

ハードウェア調達：地方公共団体

運 用 ／ 管 理：地方公共団体

ソフトウェア調達：国

ハードウェア調達：国

運 用 ／ 管 理：国

システム改修：地方公共団体

運 用／管 理：地方公共団体

ハードウェア調達については、共同クラ

ウドの利用を検討。各県は、クラウド利

用負担金支払い（国庫補助で充当）。

【課題】

◆中間サーバの詳細仕様の提示が遅

れている。

ハードウェア・ソフトウェア調達については、都道府県で共通仕様の作

成及び共同調達を検討中。

【課題】

◆中間サーバの詳細情報が分からないため、情報連携させるための定

義など、共通仕様の作成に影響が出ている。

◆想定事業費について、国と都道府県で乖離が生じている。

※鳥取県の場合

国想定事業費１４.５百万円⇔県想定事業費８８.１百万円

（想定される補助金額）

既存システムの改修については、国庫補

助金（１０／１０若しくは２／３）を充当。

【課題】

◆個人番号の利用にあたり、必要となる

名寄せ（データクレンジング）、データ移行

費などが補助対象外となっている。
全国連携を行うための国のシステム 情報連携の仲立

ちをするシステム

各既存システムで個別に振られている個

人の番号を統合的に管理するシステム

マイナンバーを利用できる税や福祉関

係などのシステム

番号制度導入に係るシステム対応と費用負担について 

 

 

 

 

＜参考＞番号制度導入に係るシステム構成 

 

《提案・要望の内容》 

 

○番号制度の導入に伴い発生する関連システムの構築・改修及び維持管理等を含めた必

要な経費については、同制度が国家的な社会基盤であることを踏まえ、原則、国が負

担するものとし、国庫補助金適用事業の拡大など、地方公共団体に新たな経費負担が

生じないよう検討すること。 

特に、国が設定した補助金の上限額と、地方公共団体の見積額に乖離が生じている

ものについては、その原因を分析し、情報提供するとともに、不足額が生じる場合に

は、必要な財政措置を講じること。 

 

○番号制度導入に必要な団体内統合宛名システムの新規整備や各種システムの改修に

地方公共団体が取り組むためには、国が整備を進める情報提供ネットワークシステ

ム、インターフェイスシステム及び中間サーバーに係る詳細情報が必要不可欠であ

り、これらの情報提供を早期に行うこと。 

 
 

 

※番号制度の導入に伴い、地方公共団体では情報提供ネットワークとの接続、住基４情報との紐付
けなど大規模なシステム構築（改修）が必要となることから体制整備には長期間を要する。 

※国が整備する情報提供ネットワークシステム、インターフェイスシステム及び中間サーバーの詳
細設計が判明しないと、地方公共団体では体制整備に取り組むことが出来ず、結果として、国が
示す期限内に体制整備を完了させることが困難となることが危惧される。 


